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１ 検査・医療提供体制の強化・拡充 

（１）自宅療養の早期解消 

・ ９月中下旬を目途に自宅療養を解消 

※最大 932人(8/28)に上った自宅療養者数は、現在、120人(9/8)まで減少 

 

（２）宿泊療養施設の増強 

・ 施設の大幅増加 １，１３１床→１，５６６床（＋４３５） 参考資料１ 

・ 医療提供機能の強化 

 地域医師会と連携した医師の配置、往診体制の確保 

 酸素ステーション機能の付与 

 抗体カクテル療法を実施する体制整備 

 

（３）入院体制の強化 

・ 今後の重症患者の増加に対応するため、医療・行政連携本部の創設など、 

重症度に応じた入院先の調整システムを構築 

・ 病床の増床 ７８３床→８１７床（＋３４）        参考資料１ 

 

（４）臨時医療施設の確保 

・ 患者を一時的に収容し、酸素投与及び抗体カクテル療法を行うことのでき 

る臨時医療施設を９月中に整備 

 

（５）予防的検査の拡充 

・ 検査対象に、新たに大学生及び学習塾の先生・生徒を追加 

・ 外国人県民のクラスター多発地域の工場や学校に特化して、その積極的な 

受検を呼びかけ 

・ 入所施設、通所・訪問系事業所、居宅介護支援事業所における検査を徹底 

第５波「緊急事態措置延長」を受けて 
～「生命

いのち

を守る」体制の強化～ 
令和３年９月９日決定

岐阜県新型コロナウイルス感染症対策本部
実施期間：令和３年９月１３日から９月３０日まで
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２ ワクチン接種の推進 

（１）オール岐阜体制での一般接種の計画的な推進 

・ 「希望する全ての方に、１０月から１１月の早い段階に確実に接種いただ 

く」ため、市町村、県､職域ごとの接種計画を再確認し､必要な見直しを行う。 

・ その際、感染状況等を踏まえ、優先接種の方針についても改めて整理する。 

 

① 市町村  集団・個別接種の着実な実施 

・ 重症化リスクが高いとされている妊婦、受験・就職を控える学生・生徒 

等への接種に遺漏なきよう特に配慮する。 

 

② 県   大規模接種会場における優先的接種 

・ ３０代以下の若者が新規感染者の６割を超える状況を踏まえ、以下の 

若者を優先対象とする。 

 高校生：大学受験や就職を控える高校３年生 

 大学生：クラスター発生防止の観点から、運動部員等 

 

③ 職域接種の推進 

・ 接種開始済 ４９件（81,768人分） 

 国承認済   ９件（11,860人分） 

・ 職域接種を実施する企業、大学等に対して、ＶＲＳ（ワクチン接種記録 

システム）の迅速な登録を徹底 

 

（２）ワクチンの供給増の要請 

・ 国からは、１０月１０日までに、１２歳以上人口の８割が２回接種できる 

量のワクチンを供給する方針が示されている。  

・ 本県全体の接種希望者は、対象者の８７％から９０％程度の見込みであり、 

国に対し、十分な追加供給を強く求める。 
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３ 感染防止対策 

（１）緊急事態措置区域の決定を受けた対策(8/25県対策本部決定)の徹底  参考資料２ 

・ 飲食店等に対する休業又は時短営業（酒類・カラオケ設備提供停止）の要請 

・ 大規模施設に対する営業時間短縮、入場者の整理等の要請 

・ 県・市町村有施設の原則休館または新規予約の停止 

・ 県・市町村イベント等の原則中止・延期または無観客での開催 ほか 

 

（２）基本的な感染防止対策の徹底 

・ ワクチン接種をしても発症予防効果は１００％ではないことから、接種後 

の方も含めて、以下の対策を徹底 

 マスク着用（できれば不織布。隙間なくフィット） 

 手指衛生（頻繁な手洗い、消毒） 

 密回避（密閉・密集・密接のどれか一つでも回避） 

 体調管理（体調不良時には全ての行動をストップ） 

 

（３）高等学校における対面授業の再開及び部活動 
・ ３年生は、就職・進学が目前であることから、密を回避しつつ、感染防止 
対策を徹底して対面授業を再開 
登校に不安のある生徒には、オンラインによる学習支援を継続 

・ １、２年生は、オンラインによる支援を継続しながら、感染状況を注視し、 
対面授業の再開を検討 

・ 部活動については、原則休止。次につながる大会・コンクール等が２週間 
以内にある場合のみ、活動可 

 

（４）外国人県民への感染防止対策 
・ 外国人技能実習生によるクラスターが多数発生している状況を踏まえ、 
実習生が多く集住する自治体において、優先接種を実施 

・ 県の大規模接種会場（岐阜市）においても、市町村接種の補完として、 
外国人技能実習生への接種を実施 

・ 外国人県民が多い地域の工場や学校に特化して、その積極的な受検を呼び 

かけ【再掲】 
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４ 経済支援・生活支援・アフターコロナ対策等（第１０次補正予算案）  

  参考資料３ 

（１）経済支援・生活支援対策等 

① 中小企業・観光業への支援 

・ アフターコロナ対応商品の開発への支援 

・ 商店街の需要喚起・活性化への支援 

・ ヘルスケア製品販売への支援 

・ 県内観光業の早期回復に向けた観光需要の喚起 

 

② 農林畜水産業への支援 

・ 県産米の需要喚起支援 

・ 飛騨牛の消費拡大への支援 

・ 海外輸出向けの飛騨牛の加工経費の支援 

・ 養殖魚の需要喚起支援 

・ 県産材の安定供給に向けた支援 

 

③ 県民生活等への支援        

・ 離職者を雇用する企業への奨励金制度の拡充 

・ 外国人生活困窮者への相談体制の確保 

・ 県立高等学校等における「生理の貧困」対策 

・ 若者支援（就学、就職など）の検討 

 

（２）コロナ後も見据えた取組みの推進 

① デジタルトランスフォーメーションの推進 

   ・ 中小企業等のスマートワークへの支援               

・ 県有施設におけるデジタルコンテンツの作成              

・ 県図書館におけるデジタル化の推進                  

・ スマート農林業の促進 

・ 県営都市公園におけるデジタル化の推進               

・ テレワークや業務効率化等のためのデジタル化の推進 

 

② 地方分散や脱炭素社会への取組みの推進 

・ ぎふへの地方回帰キャンペーンの展開   

・ 過疎地域における人材の育成 

・ サテライトオフィスのお試し体験への支援 

・ 脱炭素化に向けた中小企業の取組みへの支援 

・ 県有施設等における太陽光発電設備導入可能性調査              



圏域 ８月３１日
９月１日～
９月中旬

岐阜 800 940

西濃 140 140

中濃 0 103

東濃 135 327

飛騨 56 56

宿泊療養施設　計 1,131 1,566

病床 783 817

病床・宿泊療養施設 1,914床 2,383床

病床・宿泊療養施設の拡充

参考資料１



 

 

緊急事態指定(R3.8.27～)による 

取組みの進捗状況 
 

 

○人流の減少 

  ・ ＪＲ岐阜駅周辺の人流は、平日で４２．８％減少、休日で６６．５％減少。 

   （9/8現在。基準日は本県で初の感染者を確認した令和２年２月末。） 

  ・ 夜間の柳ヶ瀬通りの人流は、7/1の基準日に比べて４９％減少（9/8現在）。 

 

 

○公有施設の休館状況 

 ・ 県有施設の８０．８％が休館又は新規予約停止。 

 ・ 市町村有施設の７９．１％が休館又は新規予約停止。 

 

 

○公的イベントの開催状況 

 ・ 県主催イベントの７３．５％が中止又は延期。 

・ その他、大規模イベントについて開催中止。      

 エンジン 01 in 岐阜（10/8～） 

 関ケ原ナイト２０２１及び関ケ原２０２１武将イベント（10/21～） 

 ねんりんピック岐阜２０２１（10/30～） 

〔なお、国際陶磁器フェスティバル美濃‘21は規模を縮小〕 

・ 市町村主催イベントの９２．６％が中止又は延期。 

 

 

○飲食店等の休業・時短の実施状況 

  ・ ９月１日時点で９９．１％の店舗が休業又は時短営業の要請に応諾。 

  ・ 要請に応じない事業者に対しては、命令、過料の手続きを進める。 

 

 

○主な大規模商業施設における時短の実施状況 

 ・ 県内の百貨店や大型ショッピングモール(９施設)においては、生活必需品 

売り場を除き、２０時までの時短営業を実施。 

  ・ 映画館については、全館(７施設)２１時までの時短(臨時休業含む)を実施。 

参考資料２ 
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 令和３年度第１０次補正予算（案） 

コロナ関連予算 ２２０億３，７８９万６千円 

                        

 （単位 千円） 

（主なもの） 

１ ワクチン接種・医療提供体制確保と感染拡大防止策の充実 

（１）ワクチン接種・医療提供体制の確保 

○ワクチンの個別接種の促進                       3,738,919 

希望するすべての方への接種を加速させるため、一定回数以上の個別接

種を実施する医療機関を支援 

 

○ワクチン接種医療従事者の確保                     225,000 

時間外・休日の集団接種会場や大規模接種会場に医療従事者を派遣した

医療機関に対して、派遣費用を支援 

 

○職域接種の促進                     70,200 

中小企業が商工会議所等と共同で実施するなど、医療機関が出張して実

施する職域接種にかかる経費を支援 

 

○受入病床・宿泊療養施設・後方支援病床の確保       13,464,453 

受入病床や宿泊療養施設の拡充等の経費に加え、退院基準を満たした患

者を受け入れる病院や患者受入負担の大きい病院への協力金を確保 

 

○行政検査・予防的検査経費の確保             390,509 

新型コロナウイルス感染症の行政検査にかかる経費を確保するほか、県

内の特別支援学校に勤務する教職員等への予防的検査を実施 

 

（２）感染症拡大防止策の充実 

○福祉施設等における感染拡大防止策の充実         246,417 

高齢者施設や障がい者支援施設等における感染拡大防止にかかる支援等

を実施 

 

○県内地方鉄道における感染症拡大防止策等の啓発       40,000 

県内の地方鉄道事業者における感染症拡大防止の広報経費などを支援 

 

参考資料３ 
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２ 経済支援・生活支援策等 

（１）中小企業・観光業への支援 

○アフターコロナ対応商品の開発への支援           124,000 

中小企業が行うアフターコロナに対応する新商品開発等に資する設備導

入を支援する補助金について、より多くの事業者が利用できるよう増額 

 

○商店街の需要喚起・活性化への支援            106,754 

コロナ禍で減少した商店街の賑わい回復のため、クラウドファンディン

グを利用したプレミアム商品券事業を支援 

 

○ヘルスケア製品販売への支援                  21,000 

県内ヘルスケア事業者が自社製品をモニター価格で県内医療機関等に販

売する際の差額を支援 

 

○県内観光業の早期回復に向けた観光需要の喚起     1,320,521 

感染状況を見極めつつ、県民を対象とした割引キャンペーン等を実施し、

観光需要の喚起や県内観光事業者の支援を展開 

 

（２）農林畜水産業への支援 

○県産米の需要喚起支援                  49,800 

コロナ禍で減少した県産米の需要拡大のため、家庭内消費におけるシェ

ア拡大に向けて、増量販売を行う事業者支援や消費者向けキャンペーンを

展開 

 

○飛騨牛の消費拡大への支援                25,000 

コロナ禍の影響を受けている飛騨牛の需要喚起のため、県内の飛騨牛販

売店において販売キャンペーンを展開 

 

○海外輸出向けの飛騨牛の加工経費の支援          15,000 

コロナ禍で停滞した飛騨牛輸出のＶ字回復を図るため、海外輸出向けの

飛騨牛加工経費を支援する補助金について、期間を延長して支援 

 

○養殖魚の需要喚起支援                  17,100 

養殖魚の価格下落を受けて、県内水産事業者に対し、新事業を展開する

ための設備整備費等を支援する補助金について、ニーズに合わせて増額 

 

○県産材の安定供給に向けた支援              115,000 

コロナ禍に伴うウッドショックによる国産材の急速な需要拡大に対応す

るため、製品の乾燥仕上げ設備を整備する事業者を支援 
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（３）県民生活等への支援 

○離職者を雇用する企業への奨励金制度の拡充         13,000 

コロナ禍の影響で就労の場や機会を失った求職者を正社員として雇用す

る事業主に対する奨励金について、制度を拡充して実施 

 

○外国人生活困窮者への相談体制の確保            3,112 

コロナ禍の影響により増加している外国人生活困窮者からの相談に対応

するため、市が配置する通訳相談員にかかる経費を支援 

 

○県立高等学校等における「生理の貧困」対策         4,223 

コロナ禍における経済的な理由で、生理用品を購入することが難しい生

徒向けに、学校内のトイレ等に生理用品を設置 

 

３ コロナ後も見据えた取組みの推進 

（１）デジタルトランスフォーメーションの推進 

○中小企業等のスマートワークへの支援           668,246 

県内中小企業等が生産性向上を図るためのスマートワークへの取組みを

支援する補助金について、より多くの事業者が利用できるよう増額 

 

○県有施設におけるデジタルコンテンツの作成         39,145 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館のほか、県博物館などの文化施設にお

いて、入館者の増加のための展示品などのデジタルコンテンツを作成 

 

○県図書館におけるデジタル化の推進             24,479 

スマートフォンで利用可能な自動貸出機に改修するほか、貸出施設に

Wi-Fi設備を整備するとともに、非対面利用が可能な電子書籍を追加購入 

 

○スマート農林業の促進                  17,355 

スマート農業の普及のため、農業者への貸出し用実証機を購入するほか、

森林整備箇所の測量や路網設計の効率化を図るスマート林業機器を購入 

 

○県営都市公園にけるデジタル化の推進           27,800 

新・岐阜県都市公園活性化基本戦略に基づき、公園内のフリーWi-Fi 環

境を拡充するなどデジタル化を推進 

 

○テレワークや業務効率化等のためのデジタル化の推進   101,224 

職員等のテレワークの更なる拡大や、各種業務における効率化を図るた

めのデジタル機器を導入 
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（２）地方分散や脱炭素社会への取組みの推進 

○ぎふへの地方回帰キャンペーンの展開            56,960 

地方回帰志向の醸成を図り、移住候補地としての本県をＰＲするキャン

ペーンを展開 

 

○過疎地域における人材の育成                 6,109 

過疎地域だけでは育成が難しい、地域における様々な課題に関わる中核

人材や、ＩＣＴに長けた人材を県が育成 

 

○サテライトオフィスのお試し体験への支援           3,200 

県外企業がサテライトオフィスを県内でお試し体験するための賃料など

の経費を支援 

 

○脱炭素化に向けた中小企業の取組みへの支援         42,855 

県内中小企業の脱炭素化に向けた普及啓発セミナー等の開催に加え、企

業内研修等を支援するほか、貸出用の燃料電池自動車を県が購入 

 

○県有施設等における太陽光発電設備導入可能性調査     16,302 

国の方針に対応するため、県有施設及び遊休地における太陽光発電設備

の導入可能性調査を実施 
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○Ｒ３年度新型コロナウイルス感染症対策予算措置状況 

 Ｒ３年度当初予算（R3.2.25提出）       332億円 

１次 Ｒ３年度４月専決（R3.4.26専決）        49億円 

２次 Ｒ３年度５月専決（R3.5.09専決）        73億円 

３次 Ｒ３年度５月専決（R3.5.16専決）        40憶円 

４次 Ｒ３年度５月専決（R3.5.31専決）        98億円 

５次 Ｒ３年度６月専決（R3.6.18専決）        27億円 

６次 Ｒ３年度６月補正予算（R3.6.22提出）      168億円 

７次 Ｒ３年度８月専決（R3.8.17専決）         39億円 

８次 Ｒ３年度８月専決（R3.8.20専決）         69億円 

９次 Ｒ３年度８月専決（R3.8.27専決）         32億円 

10次 Ｒ３年度９月補正予算（R3.9.16提出予定）                          220億円 
                                                                                                                                                      

      合    計                                   1,150億円 
                                                                                                                                                    

 

 


